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論 説
段階的過失と過失行為の特定
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る行為意思」によって特定されることを提示した。本章では、段階的過失
をめぐる学説の対立を、過失行為の特定という観点から再検討する。
第一節 過失行為の特定論としての過失併存説
段階的過失をめぐっては、第二章で概観したとおり、複数の過失行為の
併存を認める過失併存説と、過失の実行行為は結果に近接する一個に限定
されるとする直近過失一個説が対立している。例えば、札幌高裁昭和40年
判決の事案をめぐって、過失併存説は、①「事故発生の予見される無資格
者〔中略〕に運転を許容し委ねたという作為による注意義務違反」の行為
と、②「〔無資格者の―筆者注〕運転中に助手席に同乗しながら、事故を
防止するための運転操作の指揮監督を怠つたという不作為による注意義務
違反」の行為と、二つの過失行為を認めるのに対
(64)
して、直近過失一個説
は、②のみを「直接の危険性」のある過失の実行行為と見ることに
(65)
なる。
本稿の枠組から札幌高裁昭和40年判決の事案を見ると、次のようにな
る。すなわち、自動車運転者が行う（当時の文言でいう）「業務」には、自
ら運転することのほか、無資格者に運転を委ねることも含むとの前提の下
で、本件で認められる結果回避義務は、①そもそも無資格者に運転を委ね
ることの禁止と、②一旦委ねた以上は、運転操作の指揮監督を行うことの
命令であるととらえることができる。二つの義務の相互関係については後
述するが、さしあたり、①の義務に反するのは、「無資格者に運転を委ね
ること」であり、②の義務に反するのは、「適切な指揮監督を行わないこ
と」である。本件で行為者に、それぞれの違反内容についての意思が認め
られれば、その範囲で「無資格者に運転を委ねる行為」と「適切な指揮監
督を行わない行為」の二つの行為を特定することができる。少なくとも、
①の義務違反行為を、「注意義務に違反する行為ではない」とすることは
困難であるように思われる。すなわち、行為特定論の観点からは、過失併
(64) 江碕・前掲注（７）75頁。
(65) 中野・前掲注（２）56頁。
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存説が妥当である。
しかし、直近過失一個説の核心は、複数の過失行為が存在するとして
も、過失の実行行為は一つに特定するべきであるという点にある。次に、
行為特定論を踏まえて、さらに直近過失一個説に進む必要があるかを検討
する。
第二節 直近過失一個説の論拠と意義
ここで、直近過失一個説の論拠を確認する。まず、直近過失一個説を採
用したと見られる裁判例においては、「〔過失犯が結果犯である以上―筆者
注〕発生した結果と無関係にある時点における被告人の不注意な行動を非
難することは無意味である」こと（札幌高裁昭和40年
(66)
判決）、「あとの行為
〔直近の過失行為―筆者注〕が行なわれなければ要するに結果は発生しな
かつた」こと（裁判例１）が挙げられる。また、判決では採用されなかっ
たが、裁判例４における被告人側の主張には、被告人の過失は一個でなけ
ればならないのに、二個の過失を認定したのは「被告人に対し如何なる過
失を認定したのか不明」であることが挙げられている。学説上は、過失犯
の実行行為は直接の危険性を有するものでなければならない
(67)
こと、人の行
動の自由の保障という観点から過失犯の実行行為は「客観的危険性」を有
するものでなければならないことが挙げら
(68)
れる。さらに、過失併存説を前
提にすると、「事故と関係の薄い（間接的な）不注意な行為までが羅列さ
れることになり、被告人が否認した場合には、いたずらに争点が増え、証
拠調べの範囲が拡散され、適正迅速な審理が損なわれる」ことも論拠と
(69)
なる。
(66) 同旨、佐野・前掲注（４）227頁。
(67) 中野・前掲注（２）56頁以下。
(68) 大塚（裕）・前掲注（３）44頁以下。
(69) 鈴木・前掲注（11）418頁、井田・前掲注（39）214頁、同「刑事過失の認定を
めぐる諸問題」法曹時報第61巻第11号（2009年）34頁。もっとも、両者ともは結論
として過失併存説を採用する。
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ここでは、実体・手続の双方に関わる範囲で、①過失犯として処罰する
に足りるだけの過失行為が存在すれば、それ以前の行為は問責対象とする
必要はないという論拠が、実体面に関わる範囲で、②過失犯の成立範囲を
実行行為概念によって制限するという論拠が、手続面に関わる範囲で、③
被告人の防禦対象を明確にするという論拠が示されて
(70)
いる。本節では、論
拠①、②について分析し、論拠③については次節で簡単に触れることにす
る。
第一款 過失犯処罰のための必要十分性
①の論拠は、故意犯の場合でも同様に問題とされている。故意犯の複数
行為による結果惹起の事例で、「一連の行為」による包括を認める際に、
時間的場所的近接性と行為者の主観的意図を基準としつつ、包括評価の許
容限度を「当該犯罪事実が構成要件該当事実と認定できるか否か」に求め
る見解が
(71)
ある。その背後には、「第２行為から結果が発生したことが明ら
かであるような場合には、検察側としては、第２行為のみを訴追すれば足
り、それ以前の『事前行為』を訴因に掲げる必要はない」との認識が
(72)
ある。段階的過失の問題に即して述べれば、行為の範囲は「過失犯の構成
要件該当事実を認定できる範囲」で特定され、それで必要十分であれば、
それ以前の行為は訴因から外しても構わないというのであり、その認識は
論拠①と共通しているように思わ
(73)
れる。
(70) 片岡・前掲注（４）14頁は、段階的過失の場合、ある時点以降になお結果回避
措置を採りうるという状況があれば（結果回避の最後の「切り札」があれば）、い
まだ予見可能性がなく、その切り札が切られるべきときにはじめて予見可能性が発
生するという点を論拠とする。しかし、「結果回避の最後の手段が残されている場
合に〔中略〕予見可能性が常にないとすることには無理がある」（大塚（裕）・前掲
注（３）48頁）ように思われる。
(71) 大久保・広島法科130頁。もっとも、同論文は、上述の観点が「許容限度であ
ろうか」とするにとどまる。
(72) 大久保・刑雑104頁。
(73) もっとも、大久保・広島法科125頁注130は、「過失併存説に従うと、多数の過
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しかし、過失併存説は、この①の論拠を批判の対象としてきた。直近過
失一個説を採用すると、適切な責任判断ができないというのである。すな
わち、「直近の過失よりも先行行為に大きい過失がみられる場合には、直
近の落度もさることながら、該結果に向けられた最も大きな不注意を過失
として取り上げる方が、ことの実体を明らかにする」のである
(74)
から、「過
失の程度というものを考慮するためには、直近過失の原因たる過失も、直
近過失と並列している過失も、当該結果発生についての過失として認定す
べき」であ
(75)
る、と。これを①の論拠に即して述べれば、直近過失のみを訴
追したのでは、必要十分とはいえない場合があるというので
(76)
ある。
この点に関する両者の対立は、直近過失のみを訴追したのでは、「過失
犯処罰にとって必要十分」ではない類型とはどのようなものであり、それ
は過失併存説によらなければ処罰できないものであるかという問題にパラ
フレーズすることができる。
直近過失一個説では適切な責任判断ができないとされる事例には、次の
ようなものがある。①交差する左右道路の見通しのきかない、交通整理の
行われていない交差点において、減速徐行することなく、かつ、交差する
左右道路の安全を確認することなく進行しようとしたため、出合い頭に衝
突事故を起こした
(77)
場合、②夜間、雨降りの、暗い見通しの悪い道路を、時
速100キロメートルを超える高速で走行し、前方注視を怠ったため、道路
上の歩行者に気付かず、制動措置をとるいとまもなく、歩行者をはねて即
死させた事例で、運転者が十分前方注視することによる衝突の回避可能性
失行為が相互に影響しあって、複数の過失が併存していることになるから、そのそ
れぞれを包括する一連の過失行為として訴因を構成している」とする。
(74) 平良木・前掲注（26）243頁。
(75) 西原春夫『刑法総論 改訂版（上巻）』（成文堂、1998年）201頁。
(76) 井田・前掲注（69）34頁は、先行する過失に違法評価の充塡があるとしたと
き、結果に直近の過失だけを過失の実行行為としなければならないとすれば、それ
は不自然な過失認定となってしまうとする。
(77) 平良木・前掲注（26）242頁。
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が不明な
(78)
場合、③道路が雨で濡れて滑りやすい状態にあるとき、自動車で
高速のままカーブに進入したため、車輪がスリップを始め、ハンドルをと
られて、自車が対向車線に進出しそうな気配が感じられたので、あわてて
左に急転把したところ、完全なスリップ状態になって、操縦の自由を失
い、歩道に乗り上げ、同所を通行中の歩行者をはねて負傷させた
(79)
場合、な
どがこれである。これらの事例は、直近過失一個説によると、それぞれ、
①（a）左右の安全確認を怠った過失、②（a）前方注視を怠った過失、
③（a）左に急転把した過失が実行行為となるのに対して、過失併存説を
採用すれば、それに先行する①（b）減速徐行を怠った過失、②（b）高
速走行をした過失、③（b）高速走行をした過失をも実行行為とすること
ができるというのである。
では、このような事例は、直近過失一個説からは説明できないものであ
ろうか。確かに、直近過失一個説の中には、直近過失のみを過失犯の実行
行為とし、実行行為と責任の同時存在の原則を緩和することで適切な責任
判断を担保しようとする見解も
(80)
ある。しかし、注意義務違反は原則として
一個に特定されるとの立場を採用しつつ、複数の注意義務違反があいまっ
て結果が発生した場合には、これらが複合して一個の過失の内容をなすと
して、過失併存説と同様の結論を導き出す見解も
(81)
ある。論者は、①に類似
の事案として、①’交通整理の行われていない、見通しの悪い交差点を直
進通過するにあたり、深夜で交差道路側の交通量が著しく閑散なことに気
を許し、時速40キロメートルという高速のまま、しかも交差道路に対する
安全を全く確認しようともしないで交差点に進入したところ、交差道路か
ら進入してきた車両と衝突したという場合を挙げる。この事例では、すで
(78) 吉丸・前掲注（13）68頁。類似の事例（先行する高速運転＋回避措置の懈怠）
として、向井千杉「過失のとらえ方について―いわゆる段階的過失論について―」
判例タイムズ684号（1989年）４頁、松本・前掲注（24）216頁。
(79) 吉丸・前掲注（13）72頁。
(80) 中野・前掲注（２）62頁以下。
(81) 片岡・前掲注（４）29頁。なお、注（４）に掲げた各見解も参照。
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に高速走行で交差点に進入しているため、直近の注意義務である「交差道
路に対する安全確認義務」を遵守するだけでは結果が回避できず、また、
先行する注意義務である「徐行義務」を遵守したとしても、交差道路の安
全確認をするつもりがないため、そのまま交差点に進入すれば結果が回避
できない。この場合に論者は、「加害者としては、結果の発生を回避する
ためには、あらかじめ徐行措置を講ずることのほか、交差点進入に際し交
差道路に対する安全確認措置を講ずる必要があった〔中略〕この過失の内
容をなす注意義務違反としては、『徐行義務違反』と『交差道路に対する
安全確認義務違反』とが複合的に一個の過失の内容をなす」というのであ
る。
このような処理方法は、直近過失一個説の論拠①に照らす限り、必ずし
も直近過失一個説の放棄とはいえ
(82)
ない。この見解はあくまでも、直近過失
のみを処罰したのでは、過失犯の構成要件該当事実を認定するのに必要十
分とはいえず、その限りで先行する過失行為が「発生した結果と無関係に
ある時点における被告人の不注意な行動」とはいえない場合があると主張
するものだからである。論拠①に依拠する直近過失一個説は、先行する不
注意をも含んだ「一連の過失行為」が想定できる場面を考慮しているので
あり、その限りで、過失併存説からの批判は有効ではない。むしろ、複数
の注意義務違反があいまって結果が発生した場合にその包括を認める
(83)
点は、過失併存説が自らの論拠としてきたところであって、その問題意識
は両説が共有しているもののように思われる。したがって、論拠①に関す
る限り、過失併存説と直近過失一個説とで差はないように思われる。
(82) 平良木・前掲注（26）242頁は、このような思考方法は段階的過失論（直近過
失一個説）を放棄せざるを得ないものと評価する。
(83) 深町・立教法務101頁以下は、故意犯における「一連の行為」の機能が、結果
を惹起した行為を記述することが「第２行為のみでも第１行為のみでも不十分であ
り、第１行為及び第２行為が合わさって初めて可能となる」場合における結果帰属
対象行為の拡張にあるとし、深町・刑雑84頁は過失犯の場合も同様の考慮を行う。
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第二款 実質的危険性を内容とする実行行為による限定
②の論拠は次のような価値判断に支えられている。すなわち、故意犯に
おいては実行行為と予備行為とが区別されており、現行刑法は直接の危険
と間接の危険で可罰評価を異にしているのであるから、その区別は過失犯
でも同様と見なければならないというのがこれで
(84)
ある。そして、論者のい
う危険性が認められるのは、「〔行為者による―筆者注〕危険のコントロー
ルができなくなった時（制御できない危険）」で
(85)
あり、「事態を手から離し
て因果の流れにまかせたとき」で
(86)
ある。
確かに、行為を特定するための概念としては、実行行為概念には疑問が
(87)
残る。しかし、段階的過失の場合は、複数の注意義務違反の過失行為が特
定された後で、問責対象行為を、さらにその中でも「直接の危険性」「客
観的危険性」を有する行為に限定するべきかが問われている。そして、そ
のような限定の必要性は否定できないように思われる。もっとも、危険性
による限定を加えることが必要であることが、直ちに直近過失のみが危険
であるという帰結に至るとは限らない。修正旧過失論の立場から過失併存
説を主張する論者は、「許されない程度に危険であれば、そのすべてが実
行行為である」とす
(88)
るし、「過失行為（第１行為）の後、新たな過失行為
（第２行為）が介在することによって、第１行為について結果惹起の正犯
性は必ずしも失われないから、結果発生に直近した注意義務違反だけが過
失犯の実行行為となりうるとは必ずしもいえない」との指摘も
(89)
ある。ま
(84) 中野・前掲注（２）56頁。
(85) 大塚（裕）・前掲注（３）45頁。
(86) 中野・前掲注（２）59頁。
(87) 拙稿・前掲注（１）「実行行為（１）」315頁、拙稿・前掲注（30）157頁。
(88) 林・前掲注（59）285頁。齋野彦弥『基本講義刑法総論』（新世社、2007年）
229頁、佐久間修『刑法総論』（成文堂、2009年）157頁は、時間的な直近が決定的
ではないとする。
(89) 山口・前掲注（38）232頁。
段階的過失と過失行為の特定（仲道) 171
た、直近過失一個説の論者が、故意の実行行為と過失の実行行為のパラレ
ル性を論拠とするのであれば、故意の複数行為による結果惹起の事例で、
そもそも実行行為の特定方法に争いがあることが、段階的過失の場合にも
反映し、危険な行為の特定が困難になる場合もありうるように思われる。
したがって、直近過失一個説が、危険性によって過失犯の成立範囲を限定
しようとする意図が正当であっても、それにより直近過失一個説に直ちに
至るものではない。この限りで、直近過失一個説はそのままの形では採用
できない。
しかし、直近過失一個説は、時間的直近のみを重要視する見解なのであ
ろうか。すでに見たように、直近過失一個説であっても複数の注意義務違
反を含む一個の過失を認めるなど、様々な論拠で、直近の軽微な過失行為
のみではなく、それに先行する過失行為をも含んだ「一個の直近過失」を
構成しているのであり、その際に危険性や注意義務による判断を行ってい
るのであれば、その思考方法自体が過失併存説と異なるとは思われない。
逆に、直近過失一個説が論拠とした危険性による実行行為の限定という観
点は、過失併存説であっても採用できるものである。複数の過失行為が特
定された後、過失行為の相互関係を検討する場合など、危険概念が機能す
る場面も想定できる。したがって、論拠②についても、両説に差はないよ
うに思われる。
第三節 過失併存説「対」直近過失一個説?
以上のように見てくると、行為の存在としては複数の過失行為の存在を
認め、複数の過失があいまって結果が発生した場合には複数の過失行為を
複合した一個の過失を認める限りで、両説の間に対立は存在しない。むし
ろ、過失併存説は、注意義務を基準に行為の特定を行った場合に、複数の
過失行為を特定する場合があるという行為特定論の側面からこの問題にア
プローチをし、直近過失一個説は、上述①、②の論拠から、その中でも特
に直近過失のみをとらえて訴追するべきだという公訴事実の構成方法の側
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面からこの問題にアプローチをしたものととらえるべきではないだろう
か。③の論拠についても、過失併存説といえども、被告人側の防禦に際し
て、どの過失に対して防禦を行うべきかわからないような公訴事実を書く
ことまでも許容するものではないであろう。同様に、思考方法としての段
階的過失論自体は両説の対立を超えて、広く共有されているところであ
る。
したがって、両説は一つの思考方法の二つの側面であり、そこに「対
立」は存在しない。本章第一節で掲げた問題である「直近過失一個説に進
む必要性の有無」については、「その必要はない」と答えることになる。
段階的過失の問題に対しては、端的に、過失行為の特定を行ない、その中
からさらに、行為相互の関係から犯罪事実を認定するのに必要十分な形で
公訴事実を構成すれば足りるのではなかろ
(90)
うか。
第四節 複数の過失行為の複合、あるいは
「一連の過失行為」の基準と限界
では、両説の対立を超えて共有可能な、複数の過失行為の複合基準（故
意犯になぞらえれば、「一連の過失行為」の基準）はどのようなものと考えら
れるであろうか。この点について、本稿の枠組から若干の方向性を示せば
次のようになる。
本稿の枠組は、過失行為の個数と範囲は、「注意義務違反を志向する行
為意思」によって特定されるというものである。この基準から段階的過失
の事例群を見ると、多くの事例で複数の過失行為が特定されることにな
る。しかし、すべての過失行為が常に並列的に存在するわけではない。
(90) 松宮孝明『刑法総論講義［第４版］』（成文堂、2009年）228頁は、「『直近過失
か過失併存か』という二者択一的思考が妥当なわけでもない」とし、西田典之『刑
法総論〔第２版〕』（弘文堂、2010年）263頁も、いずれかの立場によって一律に判
断するべきではなく、「いくつかの過失行為は直近の１個の過失とすべき場合もあ
れば、有機的関連性により併存して１個の過失となる場合もある」とする。
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注意義務（あるいは過失犯の行為規範）は結果回避のために発動するとの
本稿のコンセプトからは、ひとつひとつの注意義務（仮に、それぞれ「a」
「b」というメッセージを内容とする注意義務を P（a）と P（b）とする）を単
独で履行したとしても結果が回避できない場合に、ただちに無罪という結
論に至るのではない。複数の注意義務を同時的に履行（遵守）すれば結果
が回避でき、それが行為者の意思内容に照らして必ずしも酷ではないとい
える場合であれば、両者の同時的履行を前提とした注意義務（P(a?b)）
を想定することができる。この場合、複数の不注意な挙動を包括する一連
の過失行為を考えることが可能になる。
さらに、結果回避のためには、第２行為の時点で注意義務を尽せば足り
るが、第１行為が第２行為に比して大きな過失であると評価される場合も
想定される（時速100キロメートルの高速運転ののちの脇見運転など）。この場
合、いずれも過失行為として特定されるが、それぞれの過失行為の前提と
なる注意義務は、単独で結果回避を禁止・命令することが可能となるた
め、一連の過失行為として包括するための理論的・機能的前提を欠く。こ
の場合、第２行為のみを処罰対象とするだけでは足りない場合があるとし
たら、それは、先行する注意義務違反によって後行する注意義務の履行能
力が制約されていた場
(91)
合や、第１行為が第２行為を誘発した場合、第１行
為の創出した危険が第２行為を経由して結果に実現した場合など、両者に
一定の相互関係が認められる場合であろう。もちろん、第２行為のみを訴
追すれば必要十分である場合は、直近過失のみを訴追すれば足
(92)
りる。
(91) 山口・前掲注（38）232頁。
(92) 大阪地判平成３年５月21日判タ773号265頁は、先行する制限速度超過について
は、「この速度超過が本件事故発生の原因になっているとも、それによって結果が
より重大になっているとも認められないから、これをも過失内容に含ませる必要は
ない」として前方不注視の点のみを過失と構成しているが、さらにそれに引き続
き、車体下部に巻き込んだ被害者を認めて、怖くなって再発進した際に、被害者を
轢過した行為については、「前方不注視の過失により自車を被害者に衝突等させた
行為〔中略〕とは、『自然的観察』のもとでは別個の行為」であるとしつつ、因果
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第五節 判例の評価
私見によれば、過失犯の行為特定基準は、注意義務違反を志向する行為
意思がいくつ、どの範囲で存在するかということであった。また、複数の
過失行為が存在するかのように見える事例でも、注意義務の同時的履行
（複数の注意義務を内容とする一つの注意義務）が必要である場合には、複数
の不注意な挙動を包括する「一連の過失行為」ととらえることも可能であ
り、先行過失の危険性が後行過失を経由して結果に実現したと見られる場
合には、先行過失のみを訴追することも許される。本節では、段階的過失
をめぐる裁判例を手がかりに私見を具体化し、同時に判例の判断に対して
評価を与えることとする。
第一款 段階的過失論を採用した裁判例の評価
まず、札幌高裁昭和40年判決は、思考方法としての段階的過失論を採用
してはいるが、複数の注意義務違反として訴追された「事故発生の予見さ
れる運転無資格者に運転を許容し委ねたという注意義務違反」と「運転無
資格者の運転中に助手席に同乗しながら運転操作の指導監督を怠った注意
義務違反」の二つの注意義務違反の存在は認めている。すなわち、注意義
務の内容に反することを行う行為意思の個数により、過失行為を特定した
ものと見ることができる。その上で、本判決が、後行する過失行為のみを
処罰したのは、その前提となる注意義務が「肯認される限り、その遵守に
よつて結果発生を回避できた」からである。すなわち、結果回避のために
は、被告人に運転操作の指導監督を命令し、これを遵守させれば足りたと
の判断があり、過失結果犯として処罰するには、後行過失のみを問責すれ
ば必要十分であると判断されたものと見ることができる。本件では、運転
を委ねたことによって、被告人の指導監督能力が制限されたとの事情も認
関係判断における介在事情として扱っている。本件の評釈として、山中敬一「判
批」法学セミナー449号（1992年）142頁。
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められないことから、本判決の判断は妥当であったと評価できる。
裁判例１では、注意義務違反意思の個数に応じて、三つの過失行為が存
在することになりそうである。しかし、直近の過失行為である右転把した
行為の時点での結果回避能力は、第二過失行為である急制動の上での左転
把によって相当程度制約されており、これを単独で訴追することはできな
い（裁判例１もこれを認める）。遡った第二過失行為については、証拠上の
問題が関係するため評価することはできないが、いずれにしても、追い越
しをした行為が創出した危険が急制動→左転把→右転把と展開したため結
果に実現したととらえれば、裁判例１が追い越しのみを処罰した点は妥当
であったと評価できる。
裁判例２では、注意義務違反意思の個数に応じて、三つの過失行為が存
在することになる。本件では、直近過失である前方不注視は、先行する酒
酔いの影響を受けてはいるものの、「完全に前方注視等の能力を喪失する
状態にあったものとはとうてい認められない」との判示からは、複数の不
注意な挙動を「一連の過失行為」に包括する根拠に欠けることが読み取れ
る。その上で、直近の前方注視義務を履行していれば結果が回避でき、そ
の点を処罰すれば必要十分であったといえるならば、裁判例２のように、
直近過失のみを処罰しても不当とはいえない。
もっとも、裁判例１、２が、結果に直近する過失行為のみを過失の実行
行為と見るべきであると判示している点は、「本件事案に関しては直近過
失のみを処罰すれば足りる」とする趣旨であれば許容可能であろうが、そ
れを超えて、およそ直近過失一個説を採用する趣旨であれば、上述したと
ころから妥当ではないと評価せざるをえない。
第二款 過失の併存を認めた裁判例の評価
裁判例３～６はいずれも、注意義務違反意思の個数により複数の過失行
為を認めている。
裁判例３は、最高速度遵守義務違反と前方注視義務違反とを過失行為と
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して特定した上で、その二つを「内容とする過失によつて惹き起こされた
ものと認定するのを相当とする」とする。しかし、このような包括を行う
ためには、「一連の過失行為」を肯定するだけの根拠が必要であるが、判
決文からこれを読み取ることはできない。その意味で、理由付けに不充分
な点が残ると評価せざるをえない。
裁判例４では、制限速度遵守義務違反とハンドルの確実な操作義務違反
とを包括する「制限速度を遵守するは勿論ハンドル操作の自由を失つて中
央線をこえ対向車線に進入するような運転をしないようにし、以つて事故
の発生を未然に防止すべき業務上の注意義務」を想定し、その同時的履行
を求めた上で、それに違反する不注意が「相重つて」結果が発生したと判
示しており、妥当な判断であったと思われる。
裁判例４と同様の理解に立ちつつ、裁判例５は、「減速義務のみではな
く、前方注視義務をも履行しなければ事故を回避することができない」こ
とを、裁判例６は「運転者が前方注視義務を尽くしていても衝突事故自体
はこれを回避することができなかつたと認められる場合であつても、運転
者が前方注視義務を尽くし歩行者をその発見可能地点で直ちに発見して急
制動の措置をとつていたとすれば、衝突の衝撃が大幅に緩和され被害の結
果が現実のそれより軽いものになる蓋然性があつたと考えられる」こと
を、それぞれ複数の不注意な挙動を包括する根拠を結果回避に求めてお
り、裁判例４の判断をさらに具体化したものとして評価でき、また私見か
らも妥当であると評価できる。
以上、本稿の枠組からは、裁判例の結論において著しく不当なものは見
受けられない。裁判例１、２の理由付けも、直近過失一個説を採用したと
読まない余地も残されており、この点について裁判例上も大きな対立は存
在しなかったと考えるのが妥当であろう。
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おわりに
本稿の結論を要約すれば、以下の通りである。
①過失犯の複数行為による結果惹起における行為の特定基準は、「注意
義務違反を志向する行為意思」である。
②この基準によれば、段階的過失の事例群において、注意義務ごとに複
数の行為が特定される場合がある。それゆえ、行為特定論としては過失併
存説が妥当である。
③しかし、直近過失一個説の論拠を考えた際、過失結果犯として処罰す
るために、複数の過失行為のうち一個を処罰すれば必要十分である場合が
存在する。そのような場合として、複数の注意義務の履行が同時に行われ
なければならない場合（この場合は、過失行為が一個となるため、段階的過
失の問題ではない）や、第１行為と第２行為の間に相互関係がある場合な
どが考えられる。
本稿は、故意と過失の複数行為による結果惹起に共通する「行為特定」
という観点から段階的過失の問題にアプローチした。そのアプローチはす
でに、主要過失説の論者が採用していたところであり、また、本稿の結論
も、主要過失説のそれに近いものとなった。その意味で、本稿が提示した
行為特定基準は新しいものではない。本稿が新たな知見を提供できたとす
れば、従来の結論を、行為特定論の知見から裏打ちした点、および従来の
学説の対立は止揚可能であることを示した点であろう。
もっとも、過失行為の特定基準を注意義務の内容に依存させるために
は、その前提として、注意義務の内容をいかに定めるかを明らかにしなけ
ればならない。本稿では行為特定論からのアプローチを採用したため、こ
の点の検討が不充分であった。この点は今後の課題としたい。
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